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2017年 7月28日

全力を尽くしてまいります。
総選挙においては、安倍総理の
独走にストップをかけるべく民進
党は希望の党への合流を図りまし
たが、野党候補者の一本化を実現
することができず、有権者の皆さ
まのご期待に応えるができなかっ
たばかりか、衆議院の民進党は立
憲民主党、希望の党、無所属の会
に分裂することになりました。
バランスを欠いた一強政治が続
くことは多くの危険性をはらんで

第１９５回特別国会が召集されました。６月１８日の通常国会閉会後、
東京都議会議員選挙、民進党代表選挙、そして突然の解散総選挙と実に
４ヶ月半ぶりの召集となりました。

民進党森友学園への国有地売却問題解明 ＰＴ

会計検査院、財務省、国土交通省
の説明を聴取し、質疑を行いました。
国土交通省が提出した試掘写真資料
についての矛盾点・疑問点の回答を
求めていましたが、明快な説明が示
されませんでした。
引き続き国会での質疑と政府関係
者の誠実な対応を強く求めています。

参議院本会議に先立ち、民進党・
新緑風会の議員総会が開かれました。
私は、今回から議員総会の進行を仰
せつかることになりました。
また、今国会から、国会対策委員

長代理、予算委員会理事を拝命する
とともに、財政金融委員会、沖縄及
び北方問題に関する特別委員会を担
当することとなりました。与えられ
た職務を通じて現場の声を国政に届
けて行くとともに私たちの目指す産
業政策と労働政策の実現に向けて

います。
緊張感のある二大政党制の枠組
みを構築するため、新代表の下、
速やかに体制を立て直し、野党と
しての責任を果たしてまいる所存
です。

2017年 8月30日

近畿財務局と森友学園の売却価格
をめぐる協議内容が判明したとの報
道を受け、財務省・国土交通省から
ヒアリングをいました。ごみ撤去費
用等として値引きされた約８億２千
万円の算定根拠について質しました
が、明確な回答はなく、不当に安く
売却した疑いがますます深まってい
ます。

２０１６年５月１８日に塚本幼稚
園で行われたとされる、森友学園と
財務省近畿財務局および国交省大阪
航空局の事前価格交渉と思われる音
声データについて財務省・国土交通
省からヒアリングおよび質疑を行い
ました。音声データに登場する発言
者等についての確認を求めましたが、
「現在大阪地検における捜査に影響
しかねない」として、ひたすら逃げ
の答弁に終始しました。

2017年 9月21日

共同座長を拝命しており、国会
閉会中においても、各方面への
ヒアリングを通じての情報収集と
政府への追及を徹底的に行いま
した。



2017年 8月21日

2017年 8月28日

経済産業省においてＵＡゼンセンの「経済産業省に対する政策要請」を行い
ました。
まず、中小企業庁長官を訪問し「要請書」を手交するとともに、要請事項全

般について長官との意見交換を行いました。その後、「重点要請事項」につい
て経済産業省の担当者に対して趣旨等について説明し、意見交換を行いました。

１．中小企業者の定義の統一
２．独占禁止法等の運用強化、大規模小売業告示等の周知徹底
３．研究開発税制の適用拡大と要件緩和、人材への投資の支援
４．法人事業税の外形標準課税の廃止
５．増税時の負担軽減策、 総額表示義務の時限停止措置の恒久化
６．悪質クレーム対策の推進

厚生労働省においてＵＡゼンセ
ンと日本介護クラフトユニオンの
連名による「介護報酬改定に係る
要望書－介護人材確保のために
－」を加藤厚生労働大臣に提出し
ました。
まず「要請書」を大臣に手交。

次に、要請内容の概要について説
明するとともに、介護現場からの
声を加藤大臣に伝えました。大臣
からは、「限られた財源の中で介
護報酬の引き上げに努力する。処
遇改善加算については、確実に賃
金改善に結びつくようにしてい
く」などの見解が示されました。
先の通常国会では、介護保健法

の審議において、「介護従事者の
処遇改善」の必要性について、現
場の声を政府に伝えており、来年
の介護報酬改定にあわせて要請を
行いました。

１．介護報酬の引き上げを行うこと。
２． 「介護職員処遇改善加算」は、すべての介護従事者を対象とすること。
３． 「介護職員処遇改善加算」の仕組みを再構築すること。
４．身体介護と生活援助を一元化すること。
５．要介護度が改善した結果を評価すること。
６．事務作業の簡素化を推進すること。

国会内において「２０１８年度
ＵＡゼンセン重点政策における当
面の課題」についての民進党への
要請を団体交流委員会筆頭副委員
長としてお受けしました。
古川団体交流委員長、松浦ＵＡ

ゼンセン会長の挨拶に続き、松井
ＵＡゼンセン政策労働条件局長か
ら要請事項について説明があり、
その後、参加者による意見交換が

政府等への要請活動

ＵＡゼンセンの経済産業省に対する「政策要請」

要
請
事
項

厚生労働大臣への「介護報酬改定に係る要請」

要
請
事
項

2017年 9月26日 ＵＡゼンセンからの重点政策の民進党への要請

１．消費者政策の強化
２．介護サービスの充実
３．適正な薬価制度の構築
４．受動喫煙防止対策の強化

要 請 事 項

いることなどの意見があり、今後の
方向性についての理解を深めること
ができました。
今回の要請活動は、ＵＡゼンセン
の重点政策における当面の課題つい
て民進党の理解と政策への反映を進
めるために行われました。引き続き
現場の組合員の皆さまの声を様々な
形で国政に届けて参ります。

行われました。
悪質クレーム対策については、ア
ンケート調査等の取り組みにより課
題が絞り込まれてきたことなど一定
の成果が上がっている一方で、消費
者行政における対応が進んでいない
ことなどの意見がありました。その
他、未成年者が働く職場での受動喫
煙防止対策が進んでいないことや、
薬価引き下げにより離職者が出て


